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要旨
　児童・家庭を取り巻く福祉的・教育的状況をみると、子どもへの生きる力や思いやりの心の醸成、主体
性の育成、少子・高齢社会への構え・構えづくりなど、福祉的・教育的課題解決のための福祉教育が求め
られる。また、子育て家庭をはじめとする当事者、また市民への啓発や理解・参画のための福祉教育も併
せて必要である。
　一方、そうした人々への学習権が守られ、教育が保障されるよう、福祉関係組織・団体、福祉施設、学
校教育や社会教育などに携わる専門職の養成や研修への取り組み、関係者間の連携・協同への推進体制が
求められる。
　本論では、これらをふまえ、岡村重夫の社会福祉固有の視点のうち、社会生活上の基本的要求としての
教育の保障に焦点をあてつつ、児童・家庭福祉と福祉教育の関係性について検討する。
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はじめに
　近年、教育現場では、いじめ、校内暴力、非行、怠学、孤立、学業不振等の学校不適応、
貧困家庭・不安定な家庭関係にある児童・生徒や施設で生活する児童・生徒等により、教育
制度改革や福祉的対応が求められる。また、社会的不利益の中で成長を余儀なくされている
児童・生徒への視点への欠落、教育の大衆化による受験戦争の激化、断片的な知識の注入に
よる児童・生徒の社会関係や人間関係の狭隘化、希薄化、生活スキルの未発達等の教育と福
祉をめぐる課題を主張する識者も少なからずいる1）。
　上田官治は、社会福祉事業の実践においては、「教育学と教育事業のあり方と軌を一にする
ものであるだけでなく、その目標に向かっての行進は他の諸科学にもまして歩幅をあわせ
る」2）ことの必要性を指摘している。
　一方、1989（平成元）年 3月の学習指導要領改訂により、中・高等学校の特別活動に初め
て「奉仕的な活動」、小・中・高等学校を通じて「学校行事」に「勤労生産・奉仕的行事」が
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加えられ、社会奉仕を涵養するための体験活動が重視されることとなり、文部科学省に実質
的に福祉教育の必要性が認知されたと考えることができ、また、1996（平成 8）年 7月の中
央教育審議会答申で、21世紀を目指す教育として「生きる力」の育成とその柱となる資質・
能力が組み込まれたことも関わって社会的な実践力や人間的な成長をはかる視点からも福祉
教育の果たす役割が重視されつつある。
　岡村重夫は社会福祉の固有の視点として、社会生活上の基本的要求のひとつに教育の保障
を掲げた3）が、本論では、この視点を手がかりに、児童・家庭福祉と福祉教育の関係性を考
察し、論じる。
1 ．研究方法
　文献研究として先行研究のうち、児童・家庭福祉に関して、岡村重夫が説く社会福祉固有
の視点のうち、教育の保障との関係で社会生活上の基本的要求の不充足に相当する福祉的課
題に関する論究を試みていると考えられる関連文献・資料を検索し、その課題について挙げ
た。
　さらに福祉教育に関しては、こうした児童・家庭にまつわる社会生活上の諸困難のうち、
同じく教育の保障に向け、教育的アプローチにより、その主体的解決に関する論究を試みて
いると考えられる先行研究の関連文献・資料を検索し、児童・家庭福祉との関係性について
検討した。
　なお、倫理的配慮として、文献・資料を引用・参照する場合は、原典を確認し、原著者名、
文献、出版社、出版年、引用箇所を明示し、盗作もしくは剽窃の疑いをもたれないように、
自説と先行業績を峻別するように配慮した。
2 ．児童を取り巻く社会的状況と福祉教育の必要性
（1）少子化の進行と福祉教育
　日本では既知の如く子どもの人数が減少し続け、少子化が進行している。
　日本の年間出生数は、第1次ベビーブーム期である1947（昭和22）年から1949（昭和24）
年には約 270 万人、第 2次ベビーブーム期である 1971（昭和 46）年から 1974（昭和 49）年
には約 210万人であったが、1975（昭和 50）年に 200 万人を割り込み、その後、若干の増加
と減少を繰り返しながら緩やかな減少傾向を続けており、2016（平成 28）年には 100万人を
割り込み、98 万 1000 人（前年より 24,677 人減）となっている。
　さらに、合計特殊出生率では、第 1次ベビーブーム期には約 4.5 から 4.3 であったが、そ
－ 21 －
れ以降低下し、1975（昭和 50）年に 2.0 を下回り、2005（平成 17）年に 1.26 まで落ち込ん
だ後、微増により現状は 2015（平成 27）年では 1.45 となっている4）。
　少子化の影響として、「子どもの人数の減少によって、親の過保護や過干渉が引き起こされ
る可能性がある。また、子ども同士が触れ合う機会の減少によって、子どもの社会性が育ち
にくくなる等、子どもの健全育成への影響が危惧されている」5）との指摘もある。また、「子
どもの他人に対する思いやり、社会的な協力などを弱くさせていると言われており、自己中
心的な性格や情緒的に未成熟な子どもに成長する可能性もあり、大人の配慮が必要となって
いる」6）とする識者もある。そのような視点からも、将来の支え手・担い手とそれにまつわる
人材の育成をはかる福祉教育が求められる。
（2）貧困問題と福祉教育
　厚生労働省が発表した平成 28 年国民生活基礎調査では、『子どもの貧困率』7）は、13.9％
と、約 7人に 1人の子どもが貧困状態にあるとされている。また、全世帯の相対的貧困率は
15.6％となっている。さらに、世帯類型別では、大人 1人で子どもを育てる世帯の貧困率が
50.8％と極めて高いものとなっている8）。
　厚生労働省は、子どもの貧困対策の一環として、子どものいる生活保護世帯の 7割強を占
めるひとり親家庭への支援の底上げを図るべく、生活保護世帯の高校生が大学や専門学校に
進学できるように、経済的に支援していく方針を明らかにしている。
　経済協力開発機構（OECD）による国際比較でも、加盟 36 ヵ国の平均は子どもの貧困率
が 13.3％、相対的貧困率が 11.4％で、日本はこれを上回っている9）。
　戸室健作の調査によれば、生活保護費の基準となる最低生活費以下で暮らす子育て世帯を
貧困状態と定義している。そして、18 歳未満の子どものいる約 1300 万世帯のうち貧困状態
にある世帯は 1992（平成 4）年には 5.4％で約 70 万世帯だったものが、2012（平成 24）年
には約 1050 万世帯のうち 13.8％、約 146 万世帯となり、著しく増加している。福祉教育の
立場からみても、社会的不利益を受けて生活する貧困家庭の子ども達への視点は欠かせな
い10）11）。
　貧困がもたらす最も直接的な不利として峯本耕治は、①経済的な理由による高校・大学等
への進路が制限される、②親の学歴や職業によって、子どもに学力格差が見られ、貧困家庭
の子どもの学力が低くなる傾向が認められる、③スポーツや遊び等をとおしての子ども期の
さまざまな体験や経験の機会が制限される可能性が高い、④必要なサポートや再挑戦の機会
が制限される、⑤「自尊感情・自己肯定感」が低下する、などの点を指摘している12）。
　貧困により、「子どもへの愛情を持ちながらも、養育意欲が低下し、客観的にはネグレクト
環境につながってしまったり、疲れや不安からくるストレス、イライラが子どもに対して暴
力や暴言等で表現されることによって、身体的虐待や心理的な虐待につながってしまう」13）
との指摘もある。
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　ちなみに、2016（平成 28）年度中に、全国 210ヵ所の児童相談所が児童虐待相談として対
応した件数は、122,578件（速報値）で、前年度が103,260件で、前年度比118.7％と、これ
までで最多の件数となっている14）。
　このような点でも、個別のニードに応じた継続的な教育の保障のための福祉的支援と、そ
れに連動した形での、子どものみならず親世代、祖父母世代への子育て、児童・家庭福祉に
まつわる啓発や理解のための福祉教育が求められる。
（3）学校不適応と福祉教育
　学校現場では、不登校や校内暴力、いじめなどの学校不適応に苦しむ児童・生徒の増加と
いった教育問題も噴出しており、教育基本法や学校教育法の理念に必ずしも添っていないと
する一般的認識が伏在している15）。
　文部科学省の調査によれば、2015（平成 27）年度の小・中・高等学校及び特別支援学校に
おけるいじめ認知件数は、225,132 件（前年度 188,072 件）と前年度より 37,060 件増加して
おり、児童生徒 1千人当たりの認知件数は 16.5 件（前年度 13.7 件）となっている16）。
　さらに、小・中・高等学校における 2015（平成 27）年度の暴力行為の発生件数は 56,806
件（前年度 54,246件）で、児童生徒 1千人当たりの発生件数は 4.20件（前年度 3.98件）で
ある17）。
　2016（平成 28）年の 12 月には、不登校児童・生徒の学校外での学びを国や自治体が支援
することを明記した教育機会確保法が成立したが、2015（平成 27）年度の小・中学校におけ
る不登校児童生徒数は 125,991 人（前年度 122,897 人）であり、不登校児童生徒数の割合は
1.26％（前年度 1.21％）である。
　さらに同年の高等学校における不登校生徒数は 49,563 人（前年度 53,156 人）であり、不
登校生徒の割合は 1.49％（前年度 1.59％）と、深刻な状況となっている18）。
　学校教育に関しては「詰め込み教育などによって、子どもを『できる子』『できない子』に
振り分ける傾向があり、競争と選別で子どもを管理していることで、いじめ、不登校などの
問題を誘発している」19）との指摘もある。
　山城千秋もこうした問題の背景として、「他者とのかかわりを持たないことによる思いやり
の心が育まれていないこと、とともに他者を省みない青少年の自己中心的な考え方が流布し
ていることにある。つまり、学力競争による仲間・関係の断絶と、学校中心による地域の人
間関係の希薄化が進んでいることによって、個人が孤立して生きる社会を生み出しているの
である」20）としている。
　筆者は、福祉教育を「人間の多様性やその背景を理解させ、共感を持たせ、あらゆる人々
との共生を可能ならしめる社会的な基盤を用意する為の教育」21）として捉えているが、異な
る他者との共生や、思いやりの心を育む福祉教育の果たす役割が、こうした点から、求めら
れるものと考える。
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（4）社会体験と福祉教育
　一方、福祉教育の求められる背景として、例えば大橋兼策は「子ども・青年の発達の歪み
と社会体験」をあげている22）。同じく阪野貢も「青少年の生活と発達の歪み」をあげてい
る23）。
　国立青少年教育振興機構の「青少年の体験活動等に関する実態調査（平成 24 年度調査）」
によれば、子どもがこれまでにしたことのある自然体験について、「海や川で泳いだこと」「夜
空いっぱいに輝く星をゆっくり見たこと」は 80％以上ある一方で、「キャンプをしたこと」
「ロープウェイやリフトを使わずに高い山に登ったこと」は 60％以下である。さらに生活体
験については、「タオルやぞうきんを絞ったこと」「ナイフや包丁で果物の皮をむいたり、野
菜を切ったこと」は 90％以上が体験しているが、「赤ちゃんのおむつをかえたり、ミルクを
あげたこと」は 70％近くがほとんど体験したことがない、という結果になっている24）。
　門脇厚司も、子どもの成長過程で「他者を自分の心の中にしっかりと取り込むこと、他者
をわがことのように思えるまでに深く理解すること、それゆえ、他者に容易に感情移入でき、
他者の立場になり、他者の身になって物事を考えることができるような人間になる、という
ことがごく当たり前のことのような人間に成長していない」25）とし、その理由を「他者を取
込むために欠かせないさまざまな人たちと直接交わり、言葉を交わし、協働するという体験
が著しく減ったからのことである」26）としている。
　現代の子どもをめぐる状況として、子ども自身に「主体的な社会参加や体験などの機会が
不足しており、そのため自己中心的になったり、短絡的になったりしやすい傾向がある」27）
との指摘もある。
　このような意味で、様々な社会体験・生活体験としての子ども達への福祉教育により、近
年未発達・未成熟といわれる生活スキル、社会性、人間関係構築能力を身につけることも、
ハンディキャップをもつ様々な人々との共生をはかることが趨勢となりつつある現代の福祉
的状況の中で、児童・家庭福祉においても重要な課題である28）。
3 ．児童・家庭の主体性の確立と教育の保障
（1）教育の保障と主体性尊重に向けた児童・家庭支援
　岡村重夫は、社会的存在としての人間にとって必然的な生活要求として、社会生活上の基
本的要求を 7つ挙げている29）。
　そのひとつに『教育の保障』をあげ、「今日のように複雑かつ専門的に分化の進んだ社会で
は、少年期以後の文化伝達すなわち教育活動は家族関係を経ずに行われるようになった。す
なわち近代社会における教育機関は、家族とは別個独立の社会制度として複雑かつ高度の知
識や技術を伝達する専門の機関として発展するようになった。すべての社会成員は社会的協
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組織の一員として一定の役割を果たしてゆくために、…中略…教育の機会をもたねばならな
い。それはまた社会自体の存続のためにも不可欠のことである。それゆえ能力に応ずる『教
育の機会』は、『社会生活上の基本的要求』でなくてはならない」30）としている。
　そして、この社会生活の基本的要求としての「教育の保障」には、それにふさわしい社会
制度として「学校教育、社会教育」との社会関係を取り結ぶことが必要であるとしている31）。
　さらに岡村は、社会福祉の特色として 4つの原理を説き、その中のひとつに「主体性の原
理」をあげている。
　そこでは、「個人は多数の社会関係に規定されながらも、なおそれらの社会関係を統合する
主体者である」32）とし、個人の生活を制度の面から客体的に捉えるのではなく、生活の当事
者、生活の主体者の立場で支援することが主体性の原理であるとする。
　そしてその原理に基づき、「個人は自分の生活上の困難の解決について責任を回避するので
はなくて、むしろあらゆる機会や制度を利用したり、選択して解決にあたるという自立的な
態度をもたねばならない」33）とする。
　主体性と利用者の自立という点に関して、和田光一は「自立とは『何でも自分がする』と
いうのではなく、必要な人的、物的な資源を用いて自分らしく生きるということである。自
分で選択し、必要に応じて主体的にサービスの利用決定を行うことである。社会福祉では、
福祉サービスを利用しないだけが自立ではなく、エンパワメントや自己決定能力を向上させ
ていくプロセスと手段を重視することも重要である」34）と指摘している。
　福祉領域では、働ける条件が整いながら働く意欲のない生活保護受給者やニートなどを含
め援助されることに興味をもたぬ人、虐待やDV、非行に至るといった非自発的で、福祉サ
ービスをすすんで受ける意欲に乏しい人に対して、客観的条件としての福祉の立場からのア
プローチが、必ずしも発展してきたとはいえず、ややもすると「問題ケース」として位置付
けられてきた35）。
　こうした点からも、児童・家庭をめぐる生活困難に対する福祉的対応にも、教育を保障す
る上では、当事者自身が、自らの問題に向き合い、自分で解決できるように主体性を尊重し、
かつ、主体的な解決姿勢を促すべく働きかけを行う方法の進展が望まれる所である。
　あわせて、児童・家庭福祉においても、そうしたケースに対応するトレーニングや研修が
必要であろう。そのような意味で児童や家庭の利益にかなう福祉的・教育的支援が求められ
る。
（2）児童・家庭の主体性確立への社会福祉と教育の連携
　教育基本法第一条では、「自主的精神に充ちた心身ともに健康な国民の育成を期して行われ
る」ことを目的としている。小森健吉は、これをふまえながら、教育の目的としての理想的
人間像の指標が、「自主的社会的主体的人間である」36）ことを指摘している。
　日本国憲法は、福祉国家の理念をふまえており、公共の福祉を現実のものとするためには、
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教育の普及、実施を欠くことはできない。
　しかしその一方で、日本では児童の能力に応じた教育を受ける権利、全ての人々の権利と
が保障されているとは言い難い。
　教育の機会均等、生涯にわたる権利の保障とともに、児童の自立助長のための学習ニーズ
の充足、福祉社会を支える全世代の意識形成、児童の健全育成、福祉マンパワー確保への人
材育成をめぐる相互の連携が求められる。
　佐々木政人は、「人間は、子どもを養育する家族、地域社会、さらにはそれぞれの文化や社
会との『交わり関係』を通して豊かに成長するのである。こうした交わり関係をエネルギー
に、各人が所属する社会が求める役割、期待を的確に認知し、その役割遂行に努力するため
の自我を育成するのである」37）と指摘している。
　また杉野聖子は、子どもの成長と子育てを支えるには、「教育分野には、子どもや親に対す
る多彩な学習プログラムや学習支援の方法、技術があり、そして福祉にはソーシャルワーク
として困難な状況を支援するサービスや方法、そして具体的な援助技術がある」38）とし、さ
らに「これからの児童福祉は、対症療法的に困難事例を扱うだけでなく、あわせて困難を予
防することにも取り組まなければならないわけであるが、その予防に最も効果的に対応でき
るのが教育である」39）と述べている。
　筆者はすでに、子どもの主体形成をめぐる主体的条件としての教育と、客観的条件として
の福祉のあり方について指摘している40）が、子どもおよび子どもを育む地域や家庭、学校な
どの社会システムへの福祉による支援と、子どもに対する福祉教育を通じた生活困難解決の
ための備え、構えづくり、また、学習指導要領にも謳われる「生きる力」を備えた主体的な
人間づくりが一層強く求められていると考える。
4 ．教育の保障のための福祉教育
　福祉的・教育的な支援をめぐっては、それが充分に機能していない状況下にある子どもや
家庭の存在がある。
　今後も、①生活保護のひとり親家庭で、基本的生活習慣が身についていないケースや、ス
ティグマの感情による生活保護の受給申請拒否についての対応、②児童相談所をはじめ、警
察、学校、保健所等の連携による虐待予防、③子どもや親支援のための居場所づくりや家庭
訪問等による課題の掘り起こし、④当事者や地域住民の子育てに向けた社会資源にまつわる
理解・啓発、⑤子どもへの自尊感情の芽生えに向けた支援、⑥貧困家庭児童へのボランティ
アなどの学習支援の機会や場を行政主導で設けることによる教育費の負担軽減、学力向上や
学ぶ意欲の支え、進学への促し、⑦奨学金制度の利用拡充など、課題には枚挙にいとまがな
い。
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　ここで岡村の説を元に、社会生活上の基本的要求のひとつである教育の保障に焦点をあて、
福祉教育との関係性の整理を試みたのが表 4-2-1 である。
表 4-2-1　教育の保障をめぐる社会福祉（客観的条件）と教育（主体的条件）の関係性
教育の保障　　　　　教育制度
　　　　　　　　　　　　（社会関係の調整・構築）
　　○社会福祉による客観的条件の整備（学校福祉事業、社会教育に関する福祉的支援）
　児童・家庭にまつわる生活困難（いじめ・不登校・校内暴力などの学
校不適応、虐待、DV、貧困、学力低下、不就学、障がいなど、保護者の
就労・低所得・育児不安・障がい、家庭内不和など）に関する福祉的支援
＋
　　○福祉教育による主体的条件の整備（家庭教育・社会教育に関する福祉教育実践）
　親・祖父母世代への子育てをめぐる関心や理解・参画、児童・生徒相
互の多様性の理解、異なる他者の生活や苦悩に共感できる力、思いやり、
豊かな人間性、情操、主体性の涵養、児童・家庭福祉にまつわる仕組み
や制度の理解・主体的活用の姿勢の喚起、地域福祉推進への市民の福祉
力の醸成などに関する福祉教育の実践
出所：岡村重夫『社会福祉原論』全国社会福祉協議会、1999、p85、p132 41）および松本英孝『主体性の社会
福祉論―社会福祉学入門』法政出版、1995、p74、p89-p94 42）、上續宏道「児童・家庭福祉における
福祉教育・ボランティア学習への一試論―大阪市天王寺区の取り組みから―」『四天王寺大学大
学院研究論集第 11 号』、2017、p2743）を元に筆者が作成
　筆者は既に、児童・家庭を取り巻く福祉的課題の解決には福祉教育による主体形成や市民
の意識転換が求められること、福祉意識を高めることの必要性を指摘してきた44）。加えて、
表 4-2-1 のように、社会福祉の領域で求められる利用者本位の福祉サービスや自己決定、自
立（律）生活への意欲や態度、姿勢の確立などを考えるとき、あらゆる世代への福祉教育を
通じた人間づくりが必要であると考えられる。
　そして、そのような人間づくりを目指し、あわせて、それを支える福祉的支援による学ぶ
権利の保障が求められている。
　そのような意味でも、教育の保障には福祉教育による人材育成が不可欠である。
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5 ．考察および提起
　以上から、児童・家庭福祉と福祉教育の関係性について考察すると、以下のような課題が
提起されるものと考える。
　まず、第 1点目として児童・家庭にまつわる生活困難に関する福祉的課題解決に向けた教
育のあり方を考えようとする視点の欠落である。現状では、これまで論じたように、児童・
家庭にまつわる生活困難は多岐に渡り複合的な形で存在し、深刻化する一方である。しかし、
それを支える視点からの取り組みは途に就いたばかりといえる。
　第 2点目として福祉の立場からの客観的条件としての支援、アプローチの不備である。児
童・家庭への教育的支援を考える際、利用者自身の知識・技能の習得や主体性、意欲の涵起、
備え・構えなどを促す意味での教育的アプローチが求められるが、福祉の立場からも、しく
みや制度の整備、学習者の継続的な学びのニードを保障するための生活支援と共に、生活意
欲や福祉的知識に乏しい利用者に対する専門的支援のためのアプローチを開発・発展してい
くことも必要である。
　第 3点目として学校教育における福祉教育の位置付けや推進体制の未整備である。福祉教
育の定義そのものが多様に捉えられている中で、学校教育内での位置付けもまちまちである
といわざるを得ない。各教科・領域内、あるいは子どもの発達段階に応じてどのように取り
入れいくのかという視点からの論点の整理や実践方法の検討等も求められる。
　第 4点目として継続的な学習プログラムの検討・開発についてである。児童・家庭にまつ
わる福祉的課題解決のための予防的福祉の視点もふまえた福祉教育の学習プログラムの開発
についても、今後検討され、断片的な一過性のものでなく継続的なプログラムとして確立し
ていくことが必要である。
　第5点目として地域の福祉課題解決に向けた福祉教育の視点からの推進体制の整備である。
近年福祉領域では、社会福祉法第 3条での人間の尊厳および個性・選択の自由の保障を理念
として保持しつつ、福祉サービス利用者の自立支援を行う事、あるいは第 4条の社会福祉に
関する事業経営者や活動者、地域住民までを含めた責任や義務等で示されるように、市民が
希望する生活圏で家族や近隣住民と支え合い、福祉の向上に向けて主体的に参画し、必要な
福祉サービスを利用しながら生活を全うできるような福祉コミュニティづくりや人材養成が
求められている。地域の子育てをめぐっては、親・祖父母世代への関心や理解・参画、地域
福祉推進への市民の福祉力の醸成が求められる45）。今後は、社会福祉・教育行政や現場で行
われる従事者への教育研修とともに、地域住民への啓蒙・指導、ボランティア育成もさらに
必要である。
　第 6点目として生涯学習の視点からの福祉教育の推進である。児童・家庭をめぐる福祉的
課題は、当事者である子どものみならず、親世代、祖父母世代の課題でもある。学校教育の
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みならず、社会教育との連動性の中での福祉教育実践が図られる必要がある。生涯学習の視
点から地域の福祉的課題を共有し、市民の福祉意識を高める上では、「高齢者や障害者ととも
に生きる文化、学力、人間観を身につけられるように教育制度、教育政策、教育実践を変え
ていくこと」46）も求められる。
　第 7点目として児童・家庭福祉と福祉教育の関連職種・団体への支援体制の不備である。
学校、社会福祉施設をはじめその他教育・福祉関係組織・団体、生涯学習施設・行政、ボラ
ンティア、教員や社会福祉士・社会教育主事などの専門職間の連携・協同といった取り組み
による推進体制も必要である。
　第8点目として教員養成や現職教員への研修における福祉教育の機会・場の不足である47）。
今後も、教育領域である教育委員会と福祉領域である社会福祉協議会との連携が求められる
が、現状では、教員養成教育での福祉体験学習の場も、小・中学校教員免許取得希望者向け
の介護等体験のみで十分とはいえない48）。福祉に関する知識・技術を習得し精通した教員の
養成や現場への配属をすすめ、福祉教育推進のための体制を整備することが必要である。
　第 9点目として児童・家庭にまつわる福祉的課題に取り組む上での学習に有用となる福祉
教材の開発についてである。教員用の指導用手引き書や、児童、生徒用の福祉副読本等の教
材の整備を教育委員会や社会福祉協議会などが連携してすすめ、福祉教育のカリキュラムを
整備していくことも課題となる49）。
おわりに
　本論では、岡村が社会生活上の基本的要求のひとつにあげている教育の保障の視点から、
その成立条件としての重要な役割を果たす可能性のある、児童・家庭福祉と福祉教育の関係
性について論じてきた。
　児童・家庭福祉における生活課題の解決のためには、子育て世代のみならず、世代をこえ
た福祉理解のための教育が求められる。
　その一方で、日本では、日本国憲法、教育基本法、児童憲章などでも福祉国家志向が打ち
出されているものの、実質的には、能力に応じた教育を受ける権利、すべての人々の権利と
福祉が保証されているとは言い難い。
　教育の機会均等、生涯にわたる学習の権利の保障と共に、福祉サービス利用者としての自
立助長のための意識形成、青少年の健全育成、福祉マンパワーの確保に向けた福祉教育によ
る条件づくり、環境づくりが求められる。
　今後も教育の保障に向けた社会福祉に関する社会資源の条件整備のみならず、その意欲や
自覚が喚起されるべく、福祉的配慮に基づく学習支援とともに、福祉的な感性や情操を育む
福祉教育が必要である。
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　特に学校における福祉教育は、家庭と同様、児童・生徒の人間づくりに大きく影響するも
のである。教育基本法に謳われる教育の目的を達成する上で、福祉教育は最も重要な課程の
ひとつといえる。
　児童・家庭福祉と福祉教育両者の関係性をめぐる理論や実践に関するアプローチは未だ体
系化するには至っていない。
　今後、教育領域で福祉教育を導入、整備するには、しくみ・制度、財源などについての課
題解決と共に、地道な福祉教育実践の積み重ねによる人材づくりによって、その必要性が市
民に認知されることが求められる。そして、子育て世代をはじめ、市民ひとりひとりが児童・
家庭をめぐる教育と福祉に関する課題を実感として学び、福祉意識を根付かせたり、人間と
しての生き方を考え、主体的な課題解決を促す福祉教育の機会や場の提供が必要である。
　あわせて、学びの保障を支援する上でのスクールソーシャルワーカーをはじめとする福祉
専門職の整備や学校以外の行政、社会福祉関係組織・団体、社会福祉施設など関係者間の連
携・協同による推進体制の構築も必要となる。
　いずれにせよ、児童・家庭福祉と福祉教育双方に接点があるものの、その関係性が必ずし
も明確ではないのが現状である。それらを考察する上でも、今後、概念整理は必要であるが、
児童・家庭に焦点化したいわば児童・家庭福祉教育（児童・家庭福祉に関する専門職養成と
しての専門的福祉教育および子どもや保護者などの当事者をはじめとした市民向けの一般的
福祉教育を含む）といった視点からのアプローチも求められるものと考える。
　さらに論究を進めたい。
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